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系統用蓄電所の共同開発に関する業務提携契約を締結 

～電力会社と建設業の知見を融合し、全国で 1GW規模の展開を目指す～ 
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東京電力ホールディングス株式会社 

大和ハウス工業株式会社 

東京電力ホールディングス株式会社（本社:東京都千代田区、代表執行役社長:小早川  

智明）と大和ハウス工業株式会社（本社:大阪府大阪市、代表取締役社長:大友 浩嗣）は、

本日、系統用蓄電所の共同開発に関する業務提携契約を締結しました。 

近年、再生可能エネルギーの導入拡大に伴う出力変動の増大や出力制御の増加を背景に、

電力需給の安定化に向けた調整力確保の重要性が高まっています。また、本年 6 月に経済

産業省が公表した「蓄電池・電源産業戦略」においても、2035年に日本企業の蓄電池関連

売上高を今後 10 年で 3 倍とする目標が掲げられるなど、蓄電池は今後の成長産業として 

位置付けられており、関連市場の拡大が見込まれています。 

このような状況の下、東京電力グループが有する蓄電池の調達から蓄電所の運用までを

一貫して行う知見と、大和ハウス工業株式会社の用地開発力および施工力を組み合わせる

ことで、蓄電所に適した立地において長期的に安定運用可能なアセットの開発を推進し、

電力の安定供給と再生可能エネルギーの有効活用を支えるインフラの構築を目指します。 

具体的には、全国で 2035 年までに出力 1GW（1,000MW）／容量 4GWh（4,000MWh）規模の

系統用蓄電所開発を目標とし、用地の取得・開発から、設計・施工までを大和ハウス

グループが担い、蓄電池の調達、電気工事、メンテナンスおよび蓄電所の運用を東京電力

グループが担います。なお、蓄電所の運用は、長年培ってきた電力需給運用の豊富な経験

と市場取引の対応力を有する東京電力エナジーパートナー株式会社が行う予定です。 

各蓄電所の開発においては、外部投資家からの出資も視野に入れ、特別目的会社を設立

し、当該会社を通じて蓄電所を保有していくことを計画しています。 

【系統用蓄電所イメージ】 



系統用蓄電所事業を両社の成長領域として位置づけ、強みを活かした事業拡大を通じて、

カーボンニュートラル社会の実現と電力需給の安定化に長期的に貢献してまいります。 

 

＜東京電力ホールディングス株式会社 執行役副社長 永澤 昌コメント＞ 

再生可能エネルギーの主力電源化が進む中、蓄電池は出力制御の回避や調整力の提供を

通じて、電力需給の安定化を支える重要なインフラであると考えており、本年 1 月に認定

いただいた第五次総合特別事業計画においても、系統用蓄電池の開発および設備運用を 

重要な取り組みとして位置付けています。 

東京電力グループではこれまで累計 100か所（1.2GWh [1,200MWh]）を超える NAS電池※

を導入し、蓄電池に関する技術力・運用ノウハウを蓄積してきたほか、大規模揚水式水力

発電所の運用においても長年にわたり知見を培ってまいりました。 

今回の大和ハウス工業様との業務提携により、両社の強みを活かし、長期にわたり安定

運用可能な系統用蓄電所の開発を全国で推進できることを大変意義深く考えています。 

今後は、本取り組みを起点に、各案件の特性に応じて多様なパートナーとの連携も図り

ながら、系統用蓄電所事業を成長領域・収益基盤として拡大し、2050 年カーボン     

ニュートラル社会の実現に貢献してまいります。 

※ナトリウム硫黄電池。負極にナトリウム、正極に硫黄を使用し、電解質にファインセラミックス 
を用いた大容量の蓄電池。 

 

＜大和ハウス工業株式会社 代表取締役 専務執行役員 下西 佳典コメント＞ 

再生可能エネルギーの主力電源化と社会全体の電化が進む中、蓄電池は電力需給の  

安定化を支える重要なインフラであり、カーボンニュートラル社会の実現に不可欠な存在

であると考えています。当社にとって蓄電所事業は、社会課題の解決と企業価値の向上を  

両立する重要な取り組みです。 

大和ハウスグループでは、2050年カーボンニュートラルの実現を目指し、これまで全国

で約 700 か所、1GW（1,000MW）以上の再生可能エネルギー発電所を開発・運営してきた   

ことに加え、再生可能エネルギーの活用やエネルギーマネジメントに関する知見を蓄積 

してまいりました。 

今回の東京電力ホールディングス様との業務提携により、当社の用地開発力や施工力と、

東京電力グループの蓄電池調達・運用ノウハウを組み合わせ、長期にわたり安定運用可能

な系統用蓄電所の開発を推進できることは、大変意義深い取り組みであると認識していま

す。 

今後は、本取り組みを起点に、蓄電所事業を当社における環境エネルギー領域の成長  

事業として着実に拡大させ、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。 

以 上 


